






























































































































































































































































































































































































− 22 − − 23 −
る社長さんにお聞きしたら、やはり変化しつづけなければ生き残れないというお話でした。ただ、原理原則が
あって、例えば社是みたいなものがある。それは守らなければならない。それは一つの哲学であるというお話
をされていました。
　　 　地元の話、地区の話でいうと、長岡の方はご存じだと思うのですが、摂田屋というのが面白い地区だと思い
ました。私どもの研究所も関わっているのですが、いろいろな動きがあります。地産地消的な動きもではじめ
ていて、そのうちレポートにまとめてもらえないかと言われているのですが、まだまだ過渡期、混沌期なので
書けないのですが、非常に面白い動きをしております。
　　 　地元のものに新たな力を持たせようという動きがあるということで、私どもも参加させていただいているの
ですが、このあたりが、うまく育ってくれば、また観光という話――神林さんは観光の専門家ですが、観光面
で面白い動きになってくるのではないかと思っています。まだまだのところもあるのですが、そういう芽もあ
る。そういうものが育っていけば、いままで生かし切れなかったものが変化していくということになるのでは
ないかと思います。
兒嶋　ありがとうございました。
本山
　　＜ドルから元へ？＞
　　 　ドル安の問題について少ししゃべらせていただきますと、実は、大きな流れがございまして、いまアメリカ
の金融界、ウォール街を支配している連中は、ご存じのようにユダヤ人であります。ユダヤ人はコスモポリタ
ンな人間であります。どこの国に忠誠を誓うナショナリズムなどございません。次に発展をするところはどこ
かといったら、次は中国だとはっきり言っているのだと思います。かつて、イギリスが没落するときに、ポン
ドを捨ててドルを買ったのが彼らです。彼らがロンドンシティから大挙してウォール街に移っていったのであ
ります。その連中がいま中国に移ると見ております。
　　 　アジアは、華僑の支配下にありまして、日本の製造業が強いのは全て華僑の役割に負うところが大きかった。
華僑の牙城は、いかにユダヤ資本、金融といえども崩せなかった。これがはじめて、華僑とユダヤとが金融面
において握手した時代に入ったと思います。
　　 　そのためには、没落するドルを支えるよりも中国元を出してくる方が大きい。IMFが債券SDR建て債券を今
年はじめて発行するのですが、SDRの今までの基本がドルとユーロとポンドと円の４つだった。ここにサウジ
アラビア、インド、そして中国を入れろという形で、おそらく中国の元の比率を非常に高くしていくことにな
るのでしょう。
　　 　このような世界的な債券発行という形を通じて、これは排出権問題と絡むのですが、そこで中国元を国際通
貨に仕立て上げていって、そこでユダヤ金融がかなり活躍の場を拡げていくという戦略を着々ととっていると
思います。そこでゴールドマンサックスとオバマとのことをお話ししたのはそういうことであります。一つの
流れができはじめていると思います。単なるドルの没落、円の台頭ではないと思っております。
　　＜ESOP : 株式を持つことの基本に立ち返ること＞
　　 　今度はローカルなことを申します。株式というのは、発行しても株主をつくっても、公開しなくても良いの
です。
　　 　M＆A世界最大のゴールドマンサックスは、1999年まで株式を公開しておりませんでした。パートナーシッ
プという形で、自らは株式をつくるけれども、それは少なくとも共同経営者達が持つのだ、そういう意味で彼
らはものすごく高い報酬を得ているのはそういう仕組みなのであります。これが、1999年、12パーセント公開
した。住友銀行は、ゴールドマンサックスの株を買わなかった。出資という形に持って行った。
　　 　話をずらしてすみません、何を言いたいかといいますと、資本主義は、株式の原点に戻るだろうということ
です。株式というのは、キャピタルゲイン、転売益で儲かるのではなくて、同じく事業をやっていく共同の証
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である、株仲間の。この株仲間をつくっていくパートナーシップという方向へ戻っていくと思います。
　　 　そのとき、パートナーというのを、単なる経営者、資本家が持つのではなくて、これを企業の従業員および
取引先、お客様、全てを含んだ形でお互いに株を持ち合いましょう、出資してください。これで企業を営んで
いきましょうという形、これが実はアメリカ生まれの考え方なのです。
　　 　日本はどこが違うかと言いますと、日本の場合には、社員が持ち株するだけで、何も発言権はございません。
しかしアメリカの場合には、労働組合にファンドをつくらせて、そのファンドに企業が株式を無償で譲渡し、
さらに各金融基金がその労働組合のファンドに出資していって、企業の株を買わせるという方法をとってきて
いる。つまりそのこころは、安定株主をやり、長期的な投資計画をやりたい。それがアメリカで行われている
のであります。
　　 　ですから、ウォール街でめちゃめちゃにされてしまった対抗馬として、出てきているのであります。これが
日本では紹介されていない。
　　 　私事で申し訳ないのですが、新潟の地震でひっくり返って大変になった三洋電機が、私の計画を採用してく
れた日本で第一号です。喜んでいたのですが、ああいう事故が起こってしまって、いま、凍結ですが、ご心配
なく。そのうち復活できます。
　　＜中小企業の地域での継承を－従業員・地域によるパートナーシップ＞
　　 　いま一番大事なことは、戦後必死になって操業してきた町工場、中小企業の経営者たちが、みんな70前後に
なってしまって事業の継続ができないことです。子供達は東京の学校に行ってしまっているから、誰も跡継ぎ
がいないというので、残念ながら地域の経営者達はせっかく作り出した自分達の会社を売ってしまうのです。
株式化して売ってしまう。そんなこと止めてくれ。少なくとも従業員や地域の人達がその株を譲渡してもらえ
ばいい、そういうシステム。譲渡すれば相続税を減免にするとか、そういう法的整備をすべきである。
　　 　一番大事なのは大企業なのではなくて、本当に町の、地元産業です。彼らを株式化させていって、その株式
を従業員関連業者が持つという形で地場を支える。これがなければ、必死になって、安い給料で歯を食いしば
ってやってきた技術、技術を身につけて一人前になって、せっかく鍛え上げた技術が、親方が引退してしまう
というので売られてしまったら何も無くなってしまうわけです。
　　 　結局事業の承継をとにかくつくる仕組みは無いかといったら、私は、ESOPが一番良いと思っています。こ
れはおそらく政府が自民党・民主党のどちらになろうとも真剣に目指していく制度であろうと思っています。
それで敢えてというESOPについてのレジュメを使わせていただいたのであります。
　　 　繰り返し申し上げますが、第一号は三洋でございました。もう一度復活してくれたらと思っております。以
上です。
司会 　どうもありがとうございました。大変面白いご報告、四者それぞれの視点を語っていただきまして、大変楽
しい時間を過ごせたのではないかと思います。同時にまた長岡が進むべき道はどういう方向であるかというヒ
ントも私たちは得られたのではないかと思います。最後に、講師の皆さん方に拍手でお礼を申し上げたいと思
います。
　　 　これで本日の講演会は終わりにしたいと思います。アンケート調査は大変参考になりますので、できるだけ
書いていただいて、入れていただければと思います。本日はどうもありがとうございました。
以上
